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研究成果の概要（和文）：本研究では、生活困難地区の居住政策を検討するため、高齢化地区の居住意思決定構
造を検討した。質問紙調査の結果、以下の成果が得られた。①高齢化地区の居住意思決定構造は、都市部と地方
部では異なる、②高齢化地区では、愛着等の心理変数が居住意思決定の重要変数になる、③高齢化地区では、他
者の居住意思が自己の居住意思決定に影響を及ぼす、④交通利便性の改善が必ずしも居住満足度を高めるわけで
はない、⑤鉄道開業は、短期的には、沿線への転居を誘発するほどの効果は持たない。

研究成果の概要（英文）：In this study, in order to discuss the policy direction for potential 
merginal districts, we examined the residential decision-making structure of aging areas. Some 
questionnaire surveys revealed that, (1) The residential decision-making structure in aging 
districts is different from that in urban areas, (2) Psychological variables such as place 
attachment are important variables for residential decision making in aging districts, (3) Living by
 others in aging districts. Willingness influences one's residence decision-making, (4) Improvement 
of transportation convenience does not necessarily increase residence satisfaction, and  (5) 
Development of new metro could not have an impact enough to induce relocation along the railway line
 in the short term.

研究分野： 土木計画、応用社会心理学

キーワード： 居住地選択　地域愛着　コンパクト＋ネットワーク　ソーシャル・キャピタル　社会規範

  １版

令和

研究成果の学術的意義や社会的意義
高齢化対策として「コンパクト＋ネットワーク（CN）化」が進められている。しかし、CN化が進むほど、“CN化
圏から取り残される人々”が生じるため、そこでのQOL低下が懸念される。転居の可否によってQOL維持策は異な
ると考えられることから、そのような地区の人々の居住意思決定が明らかになれば、それに応じて対策を検討で
きるようになる。
また、ソーシャル・キャピタルが高ければ、利便性の低い地域であっても、人々のQOLはさほど低くはないこと
も報告されている。そこで、本研究では、生活不便地域の居住意思決定構造を踏まえた上で、ソーシャル・キャ
ピタルを活かしたQOL維持・改善策を検討する。

※科研費による研究は、研究者の自覚と責任において実施するものです。そのため、研究の実施や研究成果の公表等に
ついては、国の要請等に基づくものではなく、その研究成果に関する見解や責任は、研究者個人に帰属します。



様 式 Ｃ－１９、Ｆ－１９－１、Ｚ－１９（共通） 
１．研究開始当初の背景 

近年、高齢化への対処策として「コンパクト＋ネットワーク（CN）化」が進められてい

る。しかし、CN 化が進むほど、“CN 化圏から取り残される人々”が生じる。そのような地

区では、QOL（生活の質）の低下が懸念される。このとき、地区特性によって QOL 対策は異

なることが予想される。たとえば、転居可能な場合には、CN 圏内への移動誘導も考えられ

る。しかし、転居が困難な場合には、残住地区での QOL 向上策を検討する必要がある。 

ところで、近年の研究では、社会的ネットワークが人々の QOL に大きな影響力を持つこと

が報告されている。すなわち、ソーシャル・キャピタルが高ければ、利便性の低い地域であ

っても、人々の QOL はさほど低くはないことも報告されている 1)。そのため、社会的ネット

ワークの活性化は、CN 化圏外の QOL を維持する有効な手立てだと考えられる。 

 
２．研究の目的 

上記の問題意識の下、本研究では社会的ネットワークに着目し、CN 化圏外に住む住民の

QOL の維持・改善策を検討する。そのために、まず CN 化圏外地区が多く含まれる高齢化地

区を対象に居住意思決定構造を明らかにする。次に、QOL を示す代替変数として居住満足感

を計測し、CN 化圏外地区の QOL 構造を明らかにする、その上で、QOL 構造と居住意思決定

の関係も明らかにする。さらに、CN 化がなされた場合、すなわち、鉄道等へのアクセスが改

善された場合の居住意思決定の変化を検討する。これにより、CN 化による CN 化圏外地区の

転居誘発可能性を探る。これらを踏まえ、高齢化地区における QOL 維持策を検討する。 
 
３．研究の方法 

（１）潜在的限界地区における居住意思決定構造 

本研究では、宮城県内における 65 歳以上人口の割合が 50％以上の高齢化地区を対象に質問

紙調査を行った。その際、震災復興政策の影響を強く受けた自治体は調査対象から除外し

た。さらに、データ上の「超高齢化」を避けるため、高齢者施設が所在する地区を除外し、

39 か所の高齢化地区を対象とした。 

次に、人口特性と立地特性を表す変数を用いて階層型クラスター分析を行った。高齢化

率、人口流動性、DID 地区の有無、標高、最寄り駅までの距離、本庁舎（役場）までの距離を

変数とするウォード法を行い、２つのクラスターを得た。表 1 に示す各クラスターの特性を

踏まえ、クラスター１は都市郊外地区とし、クラスター２は中山間地区と解釈した。  

調査票では、心的側面、物理的側面、社会的側面の 3 側面から居住意思決定要因を尋ね

た。居住意向とその理由についても尋ねた。調査概要を表 2 に示す。 

 

表 1 クラスター特性                 表 2 調査概要（宮城県） 

  



（２）潜在的限界地区における QOL 要因        表３ 調査概要（秋田県） 

本研究では、地域に共有されている規

範意識の遵守が QOL および居住意思決定

に影響を及ぼすと考え、質問紙調査を行

った。調査対象は高齢化率が最も進む秋

田県にある過疎自治体とした。調査対象

地区として、5 年内（2015 年～2019 年）

に「社会減が最も顕著な地区」と「社会

減が徐々に進行している地区」をそれぞれ２つ選定し、合計 4 地区の住民に対して質問紙調

査を行った。調査票では、3 つの規範（個人の道徳意識に基づく個人的規範 Personal Norms、

多数派への同調を意味する記述的規範 Descriptive Norms、他者からの期待に応えるという命令

的規範 Injunctive Norms）に加えて、定住意図、個人属性等について尋ねた。また、規範が影

響力を発揮するには、集団アイデンティティの存在が前提であることが指摘されていること

から 2)、地域アイデンティティも計測した。調査概要を表 3 に示す。 

（３）交通利便性の改善がもたらす転居意向 

 CN 化により、転居意向が誘発される可能性があるため、鉄道開業が住環境評価および転居

意向に与える影響を調査した。調査は、2015 年 12 月に開通した仙台市地下鉄東西線の 13 駅

のうち、7 駅（八木山動物公園駅、川内駅、大町西公園駅、連坊駅、薬師堂駅、卸町駅、荒井

駅）の 1km 圏内に暮らす住民を調査対象とした。さらに、地下鉄駅から 1.5km 圏外のバス路

線が再編された 3 地区（八木山地区、連坊地区、南小泉地区）も対象とした。表 3 に示すよ

うに、調査は 2015 年（開業直前）に一回目を行い、2016 年（開業 1 年後）に二回目を実施し

た。2 回ともパネル調査として実施され、同一人物から回答を得た。 

 本研究では、地下鉄開業という居住環境変化に対する主観的評価を計測し、居住満足感と

の関係を検討する。計測手段については、対象地区が限定されていることに加えて、高齢者

等の交通弱者の意見もできるだけ多く集めることが望ましいことから、質問紙調査法を採用

した。質問紙では、住環境評価、転居行動に与えた影響、日常的な交通手段等について尋ね

た。計測には 7 件法（1：全くそう思わない～7：強くそう思う）を用いた。次に、地下鉄開

業前後における転居希望の有無とその理由についても回答してもらった。 

 

４．研究成果 

（１）潜在的限界地区における居住意思決定構造 

因子分析を行ったところ、「居住利便性」、「地域愛着」、「SC 水準」、「地域資産の魅力性」、

「文化的規範」、「近所付合い」、「安全性」の 7 因子を抽出した。その後、地区ごとに共分散

構造分析を行った。都市郊外地区の結果を図 1 に、中山間地区の結果を図２に示す。 

都市郊外地区では、物理的環境要因に即した居住効用と文化的規範の 2 つが居住意思の直

接的規定因だった。一方、中山間地区のそれは地域愛着のみだった。両地区ともに居住利便

性と地域愛着の２つが居住効用の規定因だが、地域愛着の説明力の方が大きかった。いずれ

の地区でも近所付合いやソーシャル・キャピタルが居住効用や居住意思決定に与える影響は

認められなかった。これらの結果は、都市経済学モデルに用いられてきた一般的居住意思決

定構造、すなわち、居住に関わる QOL が利便性関連要因によって形成されるという仮定が地

方部の高齢化地区では成立しないことを示唆している。さらに、地方の高齢化地区では、地

域愛着が QOL の重要な公正要因になることも示唆している。重要なことは、都市部と地方部 
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図 1 都市郊外地区の居住意思決定構造    図 2 中山間地区の居住意思決定構造 

 

表４ 個人属性が他者への考慮に与える影響    表 5 ｱｲﾃﾞﾝﾃｨﾃｨと規範の交互作用 

  

 

では QOL の構成要因も居住意思決定構造も異な

る可能性が示唆されたことであろう。 

これらの知見を踏まえれば、高齢化地区の今

後の居住政策としては、愛着が維持されるよう

なかたちで移転を誘導する方策が考えられる。 

（２）潜在的限界地区における QOL 要因 

定住に関わる居住意思決定の際、同じ地域に

住む他者の意向や意見を「考慮する（考慮

群）」との回答は 165 人であり、「考慮しない

（非考慮群）」は 227 人だった。そのため、過疎

地域の住民は定住を考える際に地域他者の影響

を受けることが示唆された。 

次に、地域アイデンティティと他者への考慮の関係を検証するため、個人属性と地域アイ

デンティティを説明変数としたロジスティックス回帰分析を行った。その結果、地域アイデ

ンティティは有意な正の影響を示したが、個人属性は有意ではなかった（表 4）。これより、

地域アイデンティティの高い住民は、同じ地域に暮らす他者の意見を考慮する傾向がうかが

えた。さらに、各規範が定住意図に与える影響は地域アイデンティティに調整されることを

検証するために回帰分析を行った。その結果、地域アイデンティティと個人的規範との交互

作用が有意になった（表 5）。交互作用を詳細に検討するため、単純傾斜分析も行った。その

結果、図 3 に示すように、地域アイデンティティが高い住民は、それが低い住民に比べて、

定住意図が高くなり、自らの移転意向も低下する傾向がうかがえた。 

 以上より、潜在的過疎地域では、地域アイデンティティの高さによっては、地域他者が住

民の定住意図に影響を与える可能性があると言える。 

図 3 個人的規範と地域アイデンティティ 

からみた定住意図 



  

図 4 総合的満足感の構造要因（開業前）         図 5 総合的満足感の構造要因（開業後） 

 
（３）CN 化がもたらす転居意向 

地下鉄開業後に全体としての総合的満足

感(QOL)が低下していた。その原因を把握す

るために共分散構造分析による多母集団同

時分析を行った。開業前の総合満足感の構

造を図 4 に、開業後のそれを図 5 に示す。示

した値は標準化解であり、パスは全て 5％有

意であった。適合度は良好だった（GFI = .954、 CFI 

= .932、）。Z 検定の結果、開業後の「移動利便性」の

効果は、開業前のそれに比べて、有意に高かった（Z = 1.83、p = .03）。また、「買い物利便性」

については、開業後は有意に効果が低下していた（Z = 1.75、p = .04）。これより、「買い物利便

性」の低下が総合的満足感の低下につながった可能性が高いものと考えられる。また、地区別

に変化を分析した結果、その原因は、バス路線の再編が行われた地区であることが示された。 

ところで、鉄道開業によって地下鉄駅付近への転居希望が増える可能性がある。そこで、全

地区の地下鉄開業の前後における転居希望の有無と転居希望の理由を尋ねた。開業前後に転居

希望を示した回答を対象に「移動利便性」と「買い物利便性」について対応のある t 検定を行

ったが、有意差は認められなかった。そのため、地下鉄開業による「移動利便性」の向上が転

居希望を促した可能性は小さいと思われる。さらに開業前後の一方で転居希望を示した回答者 

55 人を、不変群（開業前後で一貫して転居希望がある人 15 名、翻意定住群（開業前は転居希

望を述べたが、開業後には転居希望が消失した 16 名、翻意転居群（開業前には転居希望がな

く、開業後に転居希望が生じた 24 名）に分け、転居理由に整理したが、多くが個人的事情（加

齢等）によるものだった（図 6）。したがって、鉄道開業が転居を促す可能性は低いと思われる。 

以上より、本研究の成果は以下のように整理できる。すなわち、①高齢化地区は、都市郊外

地区と中山間地区に分けられる、②これらの居住意思決定構造は、都市経済学で仮定されてき

た既往モデルでは説明できない、③地方高齢化地区では、愛着等の心理変数が居住意思決定の

重要変数になる、④地方高齢化地区では、他者の居住意思の影響を受けて自己の居住意思決定

が行われることがある、⑤交通利便性の改善が必ずしも居住満足度を高めるわけではない、⑥

鉄道開業は、短期的には、沿線への転居を誘発するほどの効果は持たない。 

 これらより、地域愛着や地域の人間関係の維持を想定した居住政策の重要性が示唆された。 
 
参考文献 
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潜在的限界地区における社会規範が居住意思決定に及ぼす影響に関する研究
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人口減少地域の居住継続性に影響を与える要因分析

超高齢化地区における居住意思決定に関する試論
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